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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第44期

中間連結会計期間
第45期

中間連結会計期間
第44期

会計期間
自  2025年４月１日
至  2025年９月30日

自  2026年４月１日
至  2026年９月30日

自  2025年４月１日
至  2026年３月31日

売上高 (千円) 3,044,518 3,947,742 6,815,920

経常利益又は経常損失（△） (千円) 101,879 △61,260 371,811

親会社株主に帰属する中間(当期)
純利益又は親会社株主に帰属する
中間純損失（△）

(千円) 70,582 △73,486 277,251

中間包括利益又は包括利益 (千円) △190,091 127,455 592,863

純資産額 (千円) 2,708,989 3,615,986 3,552,678

総資産額 (千円) 9,265,754 10,948,379 9,721,414

１株当たり中間(当期)純利益又は1株
当たり中間純損失（△）

(円) 30.47 △42.00 122.57

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 29.98 － 120.67

自己資本比率 (％) 29.2 33.0 36.5

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 168,479 299,424 687,455

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △2,010,863 △455,347 △2,266,197

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 2,501,714 363,789 2,204,174

現金及び現金同等物の中間期末(期末)
残高

(千円) 1,679,136 2,009,936 1,771,396
 

注) １．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第45期中間連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第44期中、第

44期の関連する主要な経営指標等について、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

３．第45期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。なお、当社は、2026年８月28日付で株式会社折居技研の全株式を取得し、同社を連結子会社としてお

ります。

また、同社の精密プラスチック成形加工事業は報告セグメントに含まれない「その他」に区分しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している

主要なリスクの発生または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当中間連結会計期間の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、次のとおりであります。な

お、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の高騰や物価上昇の長期

化、米国の通商政策の動向、各国の金融政策の動向等により、先行きは不透明な状況であります。

わが国においては、中東情勢の影響による物価上昇への懸念が残るものの、雇用・所得環境の改善や設備投

資の持ち直しの動きがみられるなど、景気は緩やかな回復傾向となりました。

このような状況の中、当社グループでは、中期経営計画目標の達成に向けて「同業他社にはない独自の技術

力を基に成長し、事業の拡大を実現させる」というコンセプトに基づく戦略に取り組んでまいりました。ま

た、同計画においてＭ＆Ａを成長戦略の重要な柱と位置付け、事業成長スピードの加速に取り組んでおり、

2026年８月28日、精密プラスチック成形加工及び金型設計・製作を手掛ける株式会社折居技研を子会社化いた

しました。

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は3,947百万円(前年同期比29.7％増）、 営業利益は19百万円

（前年同期比76.2％減）、経常損失は61百万円（前年同期は経常利益101百万円）、親会社株主に帰属する中間

純損失は73百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純利益70百万円）となりました。

当社グループの報告セグメントは、金属部品鋳造及び加工事業のみであります。報告セグメントに含まれて

いない事業セグメントについては、重要性が乏しいことから、セグメントごとの経営成績の記載を省略してお

ります。

 
②財政状態の状況

当中間連結会計期間末における総資産、負債及び純資産の残高、前期末対比の増減額及び増減要因は次のと

おりであります。

なお、当中間連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前連結会計年

度に係る数値については暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。詳細は「第４ 経理の状況 １

中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

 

(資産)

当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ617百万円増加し、5,402百万円と

なりました。これは主に、「現金及び預金」が271百万円、「売掛金」が230百万円増加したことによるも

のであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ613百万円増加し、5,537百万円となりました。これ

は主に、株式会社折居技研を連結の範囲に含めたこと等により、「有形固定資産」が436百万円、「無形固

定資産」が129百万円、「投資その他の資産」が48百万円増加したことによるものであります。

 
(負債)

当中間連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ360百万円増加し、3,153百万円とな

りました。これは主に、「買掛金」が189百万円、「１年内返済予定の長期借入金」が168百万円増加したこ

とによるものであります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ802百万円増加し、4,179百万円となりまし

た。これは主に、Ｍ＆Ａによる株式取得資金の借入れ等により、「長期借入金」が684百万円増加したこと

によるものであります。
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(純資産)

当中間連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ63百万円増加し、3,615百万円となり

ました。これは主に、「利益剰余金」が139百万円減少した一方で、「為替換算調整勘定」が190百万円増加

したことによるものであります。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、2,009百万円となりました。当中間連結会計期間におけ

る各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、299百万円の収入となりました。これは主に、減価償却費278百万円、

仕入債務の増加額113百万円によるものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、455百万円の支出となりました。これは主に、連結範囲の変更を伴う

子会社株式の取得による支出418百万円、有形固定資産の取得による支出91百万円によるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、363百万円の収入となりました。これは主に、長期借入金の借入れに

よる収入800百万円、長期借入金の返済による支出281百万円、配当金支払による支出66百万円によるものであり

ます。

 
３ 【重要な契約等】

当社は、2026年８月28日開催の取締役会において、株式会社折居技研の全株式を取得し、子会社化することを決議

し、当該決議に基づき、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

詳細は「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,094,400株

Ａ種優先株式 500株

計 6,094,400株
 

（注）各種類の株式の「発行可能株式総数」の欄には、定款に規定されている各種類の株式の発行可能種類株式総数

を記載し、計の欄には、定款に規定されている発行可能株式総数を記載しております。

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,148,000 2,148,000
東京証券取引所　　
グロース市場

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は100株でありま
す。

Ａ種優先株式 500 500 ―
単元株式数は１株であります。
 （注）２

計 2,148,500 2,148,500 ― ―
 

（注）１.　提出日現在発行数には、2026年11月１日以降の新株予約権の行使により発行されたものは含まれておりま

せん。

　　　２.　Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

(1) 剰余金の配当

① 期末配当の基準日

当社は、各事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主（以下

「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」

という。）に対して、金銭による剰余金の配当（期末配当）をすることができる。

 
② 期中配当

当社は、期末配当のほか、基準日を定めて当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優

先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し金銭による剰余金の配当（期中配当）をすることができ

る。

 
③ 優先配当金

当社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の

株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、当該基準日の最

終の株主名簿に記載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株

式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、

下記(1)④に定める額の配当金（以下「優先配当金」という。）を金銭にて支払う。ただし、当該剰余

金の配当の基準日の属する事業年度中の日であって当該剰余金の配当の基準日以前である日を基準日

としてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し剰余金を配当したとき（以下、当該配当金を

「期中優先配当金」という。）は、その額を控除した金額とする。また、当該剰余金の配当の基準日

から当該剰余金の配当が行われる日までの間に、当社がＡ種優先株式を取得した場合、当該Ａ種優先

株式につき当該基準日に係る剰余金の配当を行うことを要しない。
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④ 優先配当金の額

優先配当金の額は、Ａ種優先株式１株につき、以下の算式に基づき計算される額とする。ただし、除

算は最後に行い、円単位未満小数第３位まで計算し、その小数第３位を四捨五入する。

Ａ種優先株式1株当たりの優先配当金の額は、Ａ種優先株式の１株当たりの払込金額及び前事業年度に

係る期末配当後の未払Ａ種優先配当金（下記(1)⑤において定義される。）（もしあれば）の合計額に

年率6.3％を乗じて算出した金額について、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（ただ

し、当該剰余金の配当の基準日が払込期日と同一の事業年度に属する場合は、払込期日）（同日を含

む。）から当該剰余金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日とし

て日割計算により算出される金額とする。

 
⑤ 累積条項

ある事業年度に属する日を基準日としてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して行われた1

株当たりの剰余金の配当の総額が、当該事業年度の末日を基準日として計算した場合の優先配当金の

額に達しないときは、その不足額（以下「未払Ａ種優先配当金」という。）は翌事業年度以降に累積

する。

 
⑥ 非参加条項

当社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、上記(1)④に定める優先配当金の合計額

を超えて剰余金の配当を行わない。

 
(2) 残余財産の分配

① 残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、普通株主

又は普通登録株式質権者に先立って、Ａ種優先株式１株当たり、下記(2)②に定める金額を支払う。

 
② 残余財産分配額

(ⅰ) 基本残余財産分配額

Ａ種優先株式１株当たりの残余財産分配額は、下記(4)②(ⅰ)に定める基本償還価額算式（ただし、基

本償還価額算式における「償還請求日」は「残余財産分配日」（残余財産の分配が行われる日をい

う。以下同じ。）と読み替えて適用する。）によって計算される基本償還価額相当額（以下「基本残

余財産分配額」という。）とする。

 
(ⅱ) 控除価額

上記(2)②(ⅰ)にかかわらず、残余財産分配日までの間に支払われた優先配当金（残余財産分配日まで

の間に支払われた期中優先配当金を含み、以下「解散前支払済優先配当金」という。）が存する場合

には、Ａ種優先株式1株当たりの残余財産分配額は、下記(4)②(ⅱ)に定める控除価額算式（ただし、

控除価額算式における「償還請求日」「償還請求前支払済優先配当金」は、それぞれ「残余財産分配

日」「解散前支払済優先配当金」と読み替えて適用する。）に従って計算される控除価額相当額を、

上記(2)②(ⅰ)に定める基本残余財産分配額から控除した額とする。なお、解散前支払済優先配当金が

複数回にわたって支払われた場合には、解散前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額相当額を

計算し、その合計額を上記(2)②(ⅰ)に定める基本残余財産分配額から控除する。

 
③ 非参加条項

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

 
(3) 議決権

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。

 
(4) 金銭を対価とする取得請求権（償還請求権）

EDINET提出書類

株式会社ＳＴＧ(E36844)

半期報告書

 6/30



① 償還請求権の内容

Ａ種優先株主は、いつでも、当社に対して金銭を対価としてＡ種優先株式を取得することを請求（以

下「償還請求」という。）することができる。この場合、当社は、Ａ種優先株式１株を取得するのと

引換えに、当該償還請求の日（以下「償還請求日」という。）における会社法第461条第２項所定の分

配可能額を限度として、法令上可能な範囲で、当該効力が生じる日に、当該Ａ種優先株主に対して、

下記(4)②に定める金額（ただし、除算は最後に行い、円単位未満小数第３位まで計算し、その小数第

３位を四捨五入する。以下「償還価額」という。）の金銭を交付する。なお、償還請求日における分

配可能額を超えて償還請求が行われた場合、取得すべきＡ種優先株式は、抽選又は償還請求が行われ

たＡ種優先株式の数に応じた比例按分その他の方法により当社の取締役会において決定する。

 
② 償還価額

(ⅰ) 基本償還価額

Ａ種優先株式1株当たりの償還価額は、以下の算式によって計算される額（以下「基本償還価額」とい

う。）とする。

（基本償還価額算式）

基本償還価額＝1,000,000円×(1＋0.063)
m+n/365

払込期日（同日を含む。）から償還請求日（同日を含む。）までの期間に属する日の日数を「m年とn

日」とする。

 
(ⅱ) 控除価額

上記(4)②(ⅰ)にかかわらず、償還請求日までの間に支払われた優先配当金（償還請求日までの間に支

払われた期中優先配当金を含み、以下「償還請求前支払済優先配当金」という。）が存する場合に

は、Ａ種優先株式１株当たりの償還価額は、次の算式に従って計算される価額を上記(4)②(ⅰ)に定め

る基本償還価額から控除した額とする。なお、償還請求前支払済優先配当金が複数回にわたって支払

われた場合には、償還請求前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算し、その合計額を上

記(4)②(ⅰ)に定める基本償還価額から控除する。

（控除価額算式）

控除価額＝償還請求前支払済優先配当金×(1＋0.063)
x+y/365

償還請求前支払済優先配当金の支払日（同日を含む。）から償還請求日（同日を含む。）までの期間

に属する日の日数を「x年とy日」とする。

 
③ 償還請求受付場所

大阪府八尾市山賀町6-82-2

株式会社STG

 
④ 償還請求の効力発生

償還請求の効力は、償還請求書が償還請求受付場所に到着した時に発生する。

 
(5) 金銭を対価とする取得条項（強制償還）

① 強制償還の内容

当社は、いつでも、当社の取締役会の決議に基づき別に定める日（以下「強制償還日」という。）の

到来をもって、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、当社がＡ種優先株式

の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該日における分配可能額を限度として、Ａ種優先株主又

はＡ種優先登録株式質権者に対して、下記(5)②に定める金額（以下「強制償還価額」という。）の金

銭を交付することができる（以下、この規定によるＡ種優先株式の取得を「強制償還」という。）。

なお、Ａ種優先株式の一部を取得するときは、取得するＡ種優先株式は、抽選、比例按分その他の方

法により当社の取締役会において決定する。
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② 強制償還価額

(ⅰ) 基本強制償還価額

Ａ種優先株式１株当たりの強制償還価額は、以下の算式によって計算される額（以下「基本強制償還

価額」という。）とする。

（基本強制償還価額算式）

基本強制償還価額＝1,000,000円×(1＋0.063)
m+n/365

払込期日（同日を含む。）から強制償還日（同日を含む。）までの期間に属する日の日数を「m年とn

日」とする。

 
(ⅱ) 控除価額

上記(5)②(ⅰ)にかかわらず、強制償還日までの間に支払われた優先配当金（強制償還日までの間に支

払われた期中優先配当金を含み、以下「強制償還前支払済優先配当金」という。）が存する場合に

は、Ａ種優先株式１株当たりの強制償還価額は、上記(4)②(ⅱ)に定める控除価額算式（ただし、控除

価額算式における「償還請求日」「償還請求前支払済優先配当金」は、それぞれ「強制償還日」「強

制償還前支払済優先配当金」と読み替えて適用する。）に従って計算される控除価額相当額を、上記

(5)②(ⅰ)に定める基本強制償還価額から控除した額とする。なお、強制償還前支払済優先配当金が複

数回にわたって支払われた場合には、強制償還前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額相当額

を計算し、その合計額を上記(5)②(ⅰ)に定める基本強制償還価額から控除する。

 
(6) 普通株式を対価とする取得請求権（転換請求権）

① 転換請求権の内容

Ａ種優先株主は、いつでも、当社に対して、その保有するＡ種優先株式の全部又は一部を取得するこ

とを請求することができるものとし、当社は、当該Ａ種優先株主に対し、Ａ種優先株主が取得の請求

をしたＡ種優先株式を取得するのと引換えに、次の算式に従って算出される数の当社の普通株式を交

付するものとする。

 

取得と引換え

に交付すべき

普通株式の数

＝

上記(4)②(ⅰ)に定める基本償還価額相当額から、上記(4)②(ⅱ)に定める控

除価額相当額を控除した金額（ただし、基本償還価額相当額及び控除価額相

当額は、基本償還価額算式及び控除価額算式における「償還請求日」を「取

得請求日」と、「償還請求前支払済優先配当金」を「取得請求前支払済優先

配当金」（取得請求日までの間に支払われた優先配当金（取得請求日までの

間に支払われた期中優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）と読み替え

て算出される。）

取得価額
 

 
Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切

り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしないものとす

る。

 
② 当初取得価額

取得価額は、当初、2,500円とする。

 
③ 取得価額の調整

(ⅰ) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

a 普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。な

お、株式無償割当ての場合には、以下の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前

発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株

式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」

とそれぞれ読み替える。
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調整後

取得価額
＝

調整前

取得価額
×

分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数
 

 
調整後の取得価額は、株式の分割の場合には株式の分割に係る基準日の翌日以降、また株式無償割当

ての場合には株式無償割当ての効力が生ずる日をもって（無償割当てに係る基準日を定めた場合は当

該基準日の翌日以降）、これを適用する

 
b 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって（株式の併合に係る基

準日を定めた場合は当該基準日の翌日以降）、次の算式により取得価額を調整する。

 
調整後

取得価額
＝

調整前

取得価額
×

併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
 

 
c 下記(ⅳ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る金額をもって普通株式を発行又は当社が保有す

る普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに当社に取得される株

式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本③において同じ。）の取得

による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合、当社の役員若しくは従業員若しく

は当社の子会社の役員若しくは従業員を対象とする株式報酬制度のために普通株式を発行又は処分す

る場合又は合併、株式交換若しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式

（以下「取得価額調整式」という。）により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日

（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てに係る基準

日を定めた場合は当該基準日（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当

社が保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は

「処分する当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する株式の数」は「処分前において当社が

保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

調整後

取得価額
＝

取得前

調整価額
×

（発行済普通株式の数

－当社が保有する

普通株式の数）
＋

新たに発行する普通株

式の数
×
1株あたり

払込金額

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数
 

 
d 当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(ⅳ)に定める普通株式１株当

たりの時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる株式を発行又は処分する場合

（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期

間の最終日。以下本(d)において同じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力が生じる日（株式

無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本(d)において同じ。）に、また株主割当

日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが当初の条件で取得され普通株式が交付さ

れたものとみなし、取得価額調整式において「１株あたり払込金額」としてかかる価額を使用して計

算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当

ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、こ

れを適用する。

 
e 行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株あたりの新株予約権の払込価額

と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(ⅳ)に定める普通株式１株当たりの時価

を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約権

無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその

効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本(e)におい

て同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初の条件で行

使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「1株あたり払

込金額」として普通株式1株あたりの新株予約権の払込金額と新株予約権の行使に際して出資される

財産の普通株式1株あたりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とする。調

整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効
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力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。但

し、本(e)による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業員に対してス

トック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないものとす

る。

 
(ⅱ) 上記(ⅰ)に掲げた事由によるほか、下記(a)乃至(c)のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種優

先株主及びＡ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整

後の取得価額、適用の日及びその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うもの

とする。

a 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸

収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分割の

ために取得価額の調整を必要とするとき。

 
b 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

 
c その他、普通株式の発行済株式の総数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変

更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

 
(ⅲ) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円単位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位

を四捨五入する。

 
(ⅳ) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日（但し、取

得価額を調整すべき事由について株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」という。）

が提供する適時開示情報閲覧サービスにおいて公表された場合には、当該公表が行われた日）に先

立つ連続する30取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引の売買高加重平均価

格（以下、「VWAP」という。）の平均値（円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨

五入する。）とする。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において当社の普通株式の普通取引

が行われる日をいい、VWAPが発表されない日は含まないものとする。

 
(ⅳ) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

 
(7) 株式の併合又は分割

法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。Ａ種優先

株主には、募集株式又は募集新株予約権の割当を受ける権利を与えず、株式又は新株予約権の無償割当を

行わない。

 
(8) 譲渡制限

譲渡によるＡ種優先株式の取得については、取締役会の承認を要する。

 
(9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

－

普通株式
 2,148,000
Ａ種優先株式
500　　　

－ 403,809   

 

 
(5) 【大株主の状況】

所有株式数別

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

佐藤　輝明 大阪府堺市北区 300,000 14.11

株式会社三輝
大阪府堺市北区中百舌鳥町２丁314番地１　
シャリエ中百舌鳥1204号

300,000 14.11

株式会社ＳＢＩネオトレード証券
東京都港区六本木１丁目６－１
泉ガーデンタワー29階

84,200 3.96

兼光　喜彦 大阪府八尾市 64,000 3.01

ＳＩＸ　ＳＩＳ　ＬＴＤ．
（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）

ＢＡＳＬＥＲＳＴＲＡＳＳＥ　１００，　Ｃ
Ｈ－４６００　ＯＬＴＥＮ　ＳＷＩＴＺＥＲ
ＬＡＮＤ
 （東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　
決済事業部）

60,000 2.82

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲ
ＩＴＩＥＳ
（常任代理人モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券）

２５ Ｃａｂｏｔ Ｓｑｕａｒｅ， Ｃａｎ
ａｒｙ Ｗｈａｒｆ， Ｌｏｎｄｏｎ Ｅ１
４ ４ＱＡ， Ｕ．Ｋ．
 （東京都千代田区大手町１丁目９－７ 大手
町フィナンシャルシティサウスタワー）

57,600 2.70

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ ＮＯＭＩＮＥ
ＥＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢ
ＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ（ＣＡＳＨＰ
Ｂ）
 （常任代理人野村證券株式会社）

１ ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ， ＬＯＮＤＯＮ
， ＥＣ４Ｒ ３ＡＢ， ＵＮＩＴＥＤ Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ
 （東京都中央区日本橋１丁目１３－１）

56,600 2.66

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋２－３－４ 56,000 2.63

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 49,775 2.34

森田　泰成 静岡県伊東市 41,200 1.93

計 ― 1,069,375 50.27
 

(注)１. 持株比率は、発行済株式総数から自己株式数（22,524株）を控除して算出しております。

２. Ａ種優先株式を有する株主は、当社の株主総会における議決権を有しておりません。

 
所有議決権数別

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合(％)

佐藤　輝明 大阪府堺市北区 3,000 14.12
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株式会社三輝
大阪府堺市北区中百舌鳥町２丁314番地１　
シャリエ中百舌鳥1204号

3,000 14.12

株式会社ＳＢＩネオトレード証券
東京都港区六本木１丁目６－１
泉ガーデンタワー29階

842 3.96

兼光　喜彦 大阪府八尾市 640 3.01

ＳＩＸ　ＳＩＳ　ＬＴＤ．
（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）

ＢＡＳＬＥＲＳＴＲＡＳＳＥ　１００，　Ｃ
Ｈ－４６００　ＯＬＴＥＮ　ＳＷＩＴＺＥＲ
ＬＡＮＤ
 （東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　
決済事業部）

600 2.82

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲ
ＩＴＩＥＳ
（常任代理人モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券）
 

２５ Ｃａｂｏｔ Ｓｑｕａｒｅ， Ｃａｎ
ａｒｙ Ｗｈａｒｆ， Ｌｏｎｄｏｎ Ｅ１
４ ４ＱＡ， Ｕ．Ｋ．
 （東京都千代田区大手町１丁目９－７ 大手
町フィナンシャルシティサウスタワー）

576 2.71

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ ＮＯＭＩＮＥ
ＥＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢ
ＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ（ＣＡＳＨＰ
Ｂ）
 （常任代理人野村證券株式会社）

１ ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ， ＬＯＮＤＯＮ
， ＥＣ４Ｒ ３ＡＢ， ＵＮＩＴＥＤ Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ
 （東京都中央区日本橋１丁目１３－１）

566 2.66

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋２－３－４ 560 2.63

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 497 2.33

森田　泰成 静岡県伊東市 412 1.93

計 ― 10,693 50.33
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式 500 ― (注)１

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 22,500

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,124,500
 

21,245 ―

単元未満株式 普通株式　　1,000 ― (注)２

発行済株式総数 2,148,500 ― ―

総株主の議決権 ― 21,245 ―
 

(注)１.Ａ種優先株式の内容につきましては、「１　株式等の状況　（１）株式の総数等　②　発行済株式」に記載し

ております。

２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ＳＴＧ

大阪府八尾市山賀町六丁目
82番地２

22,500 － 22,500 1.05

計 ― 22,500 － 22,500 1.05
 

(注)上記以外に単元未満株式24株を保有しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,771,451 2,042,866

  売掛金 1,178,448 1,409,425

  電子記録債権 1,232 37,764

  製品 295,806 274,186

  仕掛品 1,078,463 1,113,674

  原材料及び貯蔵品 353,953 396,711

  その他 148,204 171,492

  貸倒引当金 △42,106 △43,464

  流動資産合計 4,785,453 5,402,656

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） ※２  1,214,605 ※２  1,482,654

   工具、器具及び備品（純額） 210,908 211,804

   機械装置及び運搬具（純額） 1,527,240 1,543,228

   土地 ※２  661,568 ※２  759,345

   リース資産（純額） 86,932 143,120

   建設仮勘定 10,834 7,953

   有形固定資産合計 3,712,091 4,148,108

  無形固定資産   

   借地権 ※２  244,167 ※２  247,040

   のれん 426,961 561,459

   顧客関連資産 315,076 308,621

   その他 74,647 72,754

   無形固定資産合計 1,060,852 1,189,875

  投資その他の資産   

   投資有価証券 75,674 90,168

   差入保証金 28,801 29,308

   繰延税金資産 27,680 29,959

   その他 18,046 49,647

   投資その他の資産合計 150,201 199,083

  固定資産合計 4,923,146 5,537,066

 繰延資産   

  株式交付費 12,815 8,655

  繰延資産合計 12,815 8,655

 資産合計 9,721,414 10,948,379
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 432,507 622,423

  短期借入金 ※１  1,406,604 ※１  1,316,893

  １年内返済予定の長期借入金 ※２  484,181 ※２  652,220

  リース債務 44,979 74,277

  未払金 128,281 189,219

  未払法人税等 59,899 21,553

  賞与引当金 48,245 41,561

  その他の引当金 － 12,327

  その他 187,703 222,712

  流動負債合計 2,792,402 3,153,188

 固定負債   

  長期借入金 2,818,037 ※２  3,502,215

  リース債務 64,010 91,179

  繰延税金負債 399,087 485,251

  退職給付に係る負債 91,940 97,455

  その他 3,257 3,102

  固定負債合計 3,376,333 4,179,204

 負債合計 6,168,736 7,332,393

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 403,809 403,809

  資本剰余金 833,222 833,222

  利益剰余金 1,576,359 1,436,670

  自己株式 △36,595 △36,595

  株主資本合計 2,776,796 2,637,107

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 11,172 21,755

  為替換算調整勘定 759,560 949,919

  その他の包括利益累計額合計 770,733 971,675

 新株予約権 5,148 7,203

 純資産合計 3,552,678 3,615,986

負債純資産合計 9,721,414 10,948,379
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 3,044,518 3,947,742

売上原価 2,307,675 3,163,050

売上総利益 736,843 784,691

販売費及び一般管理費 ※１  657,080 ※１  765,677

営業利益 79,762 19,013

営業外収益   

 受取利息 3,043 1,808

 受取配当金 725 1,171

 補助金収入 74,270 6,928

 スクラップ売却益 2,416 6,984

 その他 4,509 1,220

 営業外収益合計 84,964 18,114

営業外費用   

 支払利息 35,727 56,413

 為替差損 19,710 36,378

 その他 7,408 5,596

 営業外費用合計 62,847 98,388

経常利益又は経常損失（△） 101,879 △61,260

特別利益   

 固定資産売却益 286 6,746

 投資有価証券売却益 － 1,304

 特別利益合計 286 8,051

特別損失   

 固定資産除却損 760 1,030

 投資有価証券売却損 － 422

 特別損失合計 760 1,452

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

101,405 △54,661

法人税等 30,822 18,825

中間純利益又は中間純損失（△） 70,582 △73,486

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
帰属する中間純損失（△）

70,582 △73,486
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） 70,582 △73,486

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5,032 10,582

 為替換算調整勘定 △265,706 190,359

 その他の包括利益合計 △260,674 200,941

中間包括利益 △190,091 127,455

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △190,091 127,455

 非支配株主に係る中間包括利益 － －
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失（△）

101,405 △54,661

 減価償却費 199,915 278,869

 賞与引当金の増減額（△は減少） 407 △31,335

 のれん償却額 － 26,802

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,532 6,943

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,061 △71

 受取利息及び受取配当金 △3,768 △2,980

 支払利息 35,727 56,413

 為替差損益（△は益） △4,370 9,495

 固定資産除却損 760 1,030

 売上債権の増減額（△は増加） 22,052 △49,628

 棚卸資産の増減額（△は増加） 86,594 45,024

 仕入債務の増減額（△は減少） △189,659 113,618

 未払消費税等の増減額（△は減少） 3,865 △8,919

 その他 △33,137 74,490

 小計 225,264 465,091

 利息及び配当金の受取額 3,768 2,718

 利息の支払額 △35,948 △60,774

 法人税等の支払額 △24,605 △107,611

 営業活動によるキャッシュ・フロー 168,479 299,424

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △149,329 △91,186

 投資有価証券の売却による収入 － 57,915

 定期預金の増減額（△は増加） － △10,374

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,815,974 △418,386

 その他 △45,560 6,684

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,010,863 △455,347

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 285,300 △49,400

 長期借入れによる収入 1,882,179 800,000

 長期借入金の返済による支出 △92,691 △281,876

 株式の発行による収入 496,905 －

 配当金の支払額 △35,874 △66,202

 その他 △34,105 △38,731

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,501,714 363,789

現金及び現金同等物に係る換算差額 △44,775 30,673

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 614,554 238,540

現金及び現金同等物の期首残高 1,064,582 1,771,396

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  1,679,136 ※１  2,009,936
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　（1）連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間において、2026年８月28日付で株式会社折居技研の全株式を取得したことに伴い、同社を

新たに連結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を2026年６月１日としており、当中間連結会計期間に

おいては、同社の2026年６月１日から2026年８月31日までの３ヶ月間を連結しております。

 
　（2）持分法適用範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 
(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積もり、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。

 

(中間連結貸借対照表関係)

※１ 当座貸越契約

当社及び連結子会社２社（SANKI EASTERN (THAILAND) COMPANY LIMITED、STX PRECISION (JB) SDN. BHD.）に

おいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基

づく当中間連結会計期間末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2026年３月31日）

当中間連結会計期間

（2026年９月30日）

当座貸越極度額の総額 1,573,415千円 1,454,320千円

借入実行残高 422,450千円 366,000千円

差引額 1,150,965千円 1,088,320千円
 

 
※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2026年３月31日）

当中間連結会計期間

（2026年９月30日）

建物 605,972千円 566,295千円

土地 287,690千円 236,549千円

借地権 244,167千円 247,040千円

計 1,137,830千円 1,049,885千円
 

 
 

 
前連結会計年度

（2026年３月31日）

当中間連結会計期間

（2026年９月30日）

１年内返済予定の長期借入金 7,580千円 －千円

長期借入金 －千円 －千円

計 7,580千円 －千円
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(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
 至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
 至　2026年９月30日)

給料及び手当 178,818千円 229,297千円

賞与引当金繰入額 8,184千円 5,218千円

退職給付費用 2,805千円 3,022千円

支払手数料 153,827千円 124,875千円
 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
 至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
 至　2026年９月30日)

現金及び預金勘定 1,679,136千円 2,042,866千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円 △32,930千円

現金及び現金同等物 1,679,136千円 2,009,936千円
 

 
(株主資本等関係)

 
前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 35,874 35 2025年３月31日 2025年６月27日

 

 
２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

　　　　該当事項はありません。

 
３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、2025年６月26日開催の第43回定時株主総会の決議に基づき、2025年６月30日付けで株式会社日本政策

投資銀行から第三者割当増資の払込を受けた結果、資本金及び資本準備金がそれぞれ250,000千円増加しました。

同日付けで第三者割当増資後の資本金及び資本準備金をそれぞれ250,000千円減少し、その他資本剰余金へ振替え

ております。

その結果、新株予約権（ストックオプション）の行使による増加も含めて、前中間連結会計期間末において資

本金が374,469千円、資本剰余金が803,882千円となっています。

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2026年６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 42,469 20 2026年３月31日 2026年６月29日

2026年６月26日

定時株主総会
Ａ種優先株式 利益剰余金 23,732 47,465.75 2026年３月31日 2026年６月29日

 

 
２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の
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　　　　該当事項はありません。

 
３　株主資本の金額の著しい変動

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

当社グループは、金属部品鋳造及び加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

当社グループの報告セグメントは、金属部品鋳造及び加工事業のみであります。報告セグメントに含まれていな

い事業セグメントについては、重要性が乏しいことから、記載を省略しております。

 
(企業結合等関係)

取得による企業結合

　当社は、2026年８月28日開催の取締役会において、株式会社折居技研(以下「折居技研」)の全株式を取得（子

会社化）することを決議いたしました。また、同日付で株式譲渡契約を締結し、2026年８月28日付で全株式を取

得し子会社化いたしました。

 
１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社折居技研

事業の内容 精密プラスチック成形加工、金型設計・製作
 

(2）企業結合を行った主な理由

当社は、中期経営計画「Challenge 100」（2026年3月期～2028年3月期）のもと、M&Aを成長戦略の重要な柱

と位置付け、事業成長スピードの加速に取り組んでおります。M&Aを通じて、各社が培ってきた技術・ノウハ

ウ、人材、顧客基盤等をグループに取り込み、シナジーを創出することで、収益基盤と事業領域の拡大を目指

しております。 また、国内製造業では後継者不足を背景に事業承継ニーズが高まる一方、優れた技術やノウハ

ウを有する企業が事業継続に課題を抱えるケースも増えております。当社は、こうした製造業の技術・雇用・

事業基盤を次世代へつなぐこともM&Aの重要な役割と考えております。これまでのM&Aで培ったノウハウを活か

し、事業承継を通じて技術力の高い企業をグループに迎え入れ、その成長とグループ全体の企業価値向上につ

なげてまいります。 今回株式を取得した折居技研は、宮城県大崎地域を拠点に、精密プラスチック成形加工及

び金型設計・製作を手掛ける企業です。金型設計から成形加工までの一貫体制を強みとし、カメラ関連部品や

化粧品容器など、高い技術力を要する製品分野で事業を展開しております。 今回のＭ＆Ａにおける相手先とな

る七十七銀行グループは、投資専門子会社である七十七パートナーズ株式会社が運営するファンドによる経営

権取得を伴う投資を通じて、地域の中小企業が培ってきた高度な技術・ノウハウの次世代への承継や経営体制

の強化等を支援してまいりました。折居技研はその第1号案件にあたり、当社は今回の株式取得を通じてその想

いを引き継ぎ、折居技研の技術・人材・事業基盤を守りながら、持続的な成長を支えてまいります。 子会社化

後は、折居技研の技術・雇用・拠点を維持・強化しながら、精密プラスチック成形・金型技術と当社グループ

のマグネシウム合金・アルミニウム合金を中心とした軽量化加工技術を融合し、軽量化部品の製品ラインナッ

プと事業ポートフォリオを拡充してまいります。さらに、上場企業グループとしての信用力を活かした新規顧

客の開拓、既存顧客へのクロスセル、海外生産拠点を活用した事業展開を進め、対象会社のさらなる成長とグ

ループ全体の企業価値向上につなげてまいります。

(3）企業結合日

2026年８月28日（みなし取得日　2026年６月１日）

(4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5）結合後企業の名称

名称の変更はありません。

(6）取得した議決権比率

100%

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
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２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2026年６月１日をみなし取得日とし、同社の2026年８月31日現在の財務諸表を使用して連結していることか

ら、当中間連結会計期間においては2026年６月１日から2026年８月31日までの業績が含まれております。

 
３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 819,667千円

取得原価  819,667千円
 

 
４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

146,918千円

なお、のれんの金額は取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

(2）発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3）償却方法及び償却期間

10年間にわたって均等償却いたします。

 
５．取得原価の配分

当中間連結会計期間において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了で

あり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を

行っております。

 
（企業結合に係る暫定的な会計処理の確定）

2025年９月29日に行われたE-CAST INDUSTRIES SDN. BHD.の株式取得について、前連結会計年度において暫定的

な会計処理を行っておりましたが、当中間連結会計期間に確定しております。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、当中間連結会計期間の中間連結財務諸表に含まれる比較情報において取

得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されております。

この結果、暫定的に算定されたのれんの金額650,688千円は、会計処理の確定により253,404千円減少して

397,284千円となっております。のれんの減少は、顧客関連資産が293,176千円、機械装置及び運搬具が43,763千

円、繰延税金負債が83,535千円それぞれ増加したことによるものです。また、前連結会計年度末の機械装置及び

運搬具は42,220千円、顧客関連資産は315,076千円、繰延税金負債は85,751千円それぞれ増加し、のれんは

275,203千円、利益剰余金は3,412千円、為替換算調整勘定は244千円それぞれ減少しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

   (単位：千円)

 

 報告セグメント
その他
（注）２

合計
金属部品鋳造及び加工事業

日本 564,201 36,291 600,492

中国 541,850 － 541,850

タイ 788,977 － 788,977

マレーシア 1,113,197 － 1,113,197

顧客との契約から生じる収益 3,088,226 36,291 3,044,518

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 3,088,226 36,291 3,044,518
 

（注）1. 売上高は拠点の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。なお、中国には香港を含んでおりま

す。

 2. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり販売事業であります。

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

   (単位：千円)

 

 報告セグメント
その他
（注）２

合計金属部品鋳造
及び加工事業

日本 317,525 222,915 540,440

中国 818,266 － 818,266

タイ 718,865 － 718,865

マレーシア 1,870,168 － 1,870,168

顧客との契約から生じる収益 3,724,827 222,915 3,947,742

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 3,724,827 222,915 3,947,742
 

（注）1. 売上高は拠点の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。なお、中国には香港を含んでおりま

す。

 2. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、精密プラスチック成形加工事業

及び販売事業であります。

 
 

EDINET提出書類

株式会社ＳＴＧ(E36844)

半期報告書

25/30



 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間

(自     2025年４月１日
至     2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自     2026年４月１日
至     2026年９月30日)

（１）１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失（△） 30円47銭 △42円00銭

　(算定上の基礎)   

　 親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
　　帰属する中間純損失(△)(千円)

70,582 △73,486

　 普通株主に帰属しない金額(千円) 7,939 15,793

　 普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益又は
　　普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失
　　(△)(千円)

62,643 △89,279

　 普通株式の期中平均株式数(株) 2,055,932 2,125,476

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 29円98銭 －

　（算定上の基礎）   

　　親会社株主に帰属する中間純利益調整額(千円) － －

　　普通株式増加数(株) 33,756 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間
純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末
から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）当中間連結会計期間の潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、1株当たり

中間純損失であるため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

株式会社ＳＴＧ

取締役会　御中

 
EY新日本有限責任監査法人

 

大阪事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　徳野　大二  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　山本　寛喜  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＴＧ

の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日ま

で)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＳＴＧ及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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